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1. 業務名称 

この業務は、「地域サービス共通基盤に関する調査等業務」（以下「本業務」という）という。 

  

2. 本業務の目的 

機構にて令和 6年 3月に策定された「DX アクションプラン」において、社会課題を解決する新たな

ビジネスの事業化に向けて、団地居住者や地域住民の暮らしをより豊かにするための機構関連デジタ

ルサービスの共通基盤の構築を行うこととなっている。 

社会課題解決に向けた新ビジネスの将来的な事業化にあたり、その多くはデジタルサービスとして

提供されることが想定される。その場合に、サービス利用者が各サービスを独自 ID によりサービス

提供を受けるのではなく、共通 ID 認証により各サービスを利用できることとなり、かつ機構がその

各サービスの利用データを統合的に分析活用することにより、既存サービスや新ビジネス創出可能と

なるデジタルサービス総合プラットフォームを目指している。 

今回の業務では、機構が目指す地域サービス共通基盤の構築にむけて、アセット戦略推進部が行う

導入検討業務を支援することを目的とする。 

 

本業務の履行期間は、契約締結日の翌日から令和 7 年 3 月 28 日までとする。 

 

本業務は、図 2.3「本業務の想定作業手順」により業務を進めることを原則とする。ただし、受注

者がその専門的知見に基づき本業務の目的を逸脱しない範囲において、より合理的な作業手順を提案

できる場合は、機構の承認を得た上で、図 2.3「本業務の想定作業手順」を変更することができる。 
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図 2.3「本業務の想定作業手順」 

 

3. 調査業務の内容 

（１）事例調査等 

機構が目指す地域サービス共通基盤を具体化するために次の業務を行う。 

（２）方向性の検討 

上記（１）業務を踏まえ、導入に向けた方向性を策定する（費用試算を含む）。 

 

(1) 受注者に求める本業務への取組姿勢 

受注者は、本仕様書及び機構が別途提示する本業務に必要な資料から、業務・システムの内

容及びその課題等を理解し、本業務の目的を実現するために必要な体制を構築し、主体的に本

業務に取り組むこと。  

受注者は、機構の業務及び制度について正確に理解し、現行の業務及び制度と新システムと

の間のギャップについて、課題等を明らかにした上、明示的に示すこと。なお、業務・システ

ムの実態に即さない特定の製品又は手法の導入を前提とした提案等は、厳に慎むこと。  
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本業務での検討に当たっては、職員とのディスカッションを行い、認識を合わせながら整理

をすること。ディスカッションのやり方等は受注者にて最適な方法を提案すること。 

資料等の作成に当たっては、機構の業務担当者が確認する資料となることを十分に認識し、

業務・システムの関係が分かりやすく理解できる資料を作成すること。また、機構が最適な判

断を下すための解説資料等を随時作成の上で必要な解説を加え、機構と受注者が業務の認識齟

齬を起こさないよう、円滑な意思疎通を図ること。 

本業務説明書のほか、応札時の提案事項についても原則として本業務の対象範囲に加えるも

のとするが、個別の提案事項の採否は、機構が判断するものとする。 

 

(2) 関係事業者との連携  

本業務は、受注者に別途提示する機構の情報システムに関係する各事業者と連携を行い、本

業務が円滑に進捗するよう努めること。 

 

(3) 再委託等 

本業務の実施に当たり、業務の主たる部分について、第三者に委託又は請け負わせてはなら

ない。ただし、再委託等の必要性が生じた場合は、受注者自らが実施する業務の範囲を書面に

て機構に提出し、機構の承認を得た上で、再委託等を行うことができるものとする。 

 

(4) 技術的アドバイス等 

(5) 機構担当者への説明 

受注者は、機構のプロジェクトメンバーが人事異動等にて変更となる場合は、適宜これまで

の経緯及び進捗等について、機構の新プロジェクトメンバーに説明を行うこと。 

受注者は、プロジェクト計画書において、本業務の実施に当たり最適な体制を提示し、機

構の承認を得ること。 

 

(6) プロジェクト計画書 

受注者は、契約締結後 2 週間以内に、本業務の作業スケジュール、会議体、作業体制、作業
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方法等、本業務の実施に当たり必要な事項を記載したプロジェクト計画書を作成・提出し、

機構の承認を得ること。 
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4. 機密保持および資料の取り扱い  
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5. 成果品 

・中間報告書 

・最終報告書 

（留意点） 

6. その他 
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以 上  

 


